
 

 





働 場    経営 方針決定過程  女性 参画拡大 図 取組  支
援



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 10 企画政策課

1 1 企画政策課

5 5 議事庶務課

市公式LINEやあいらびゅーFMなど広報媒体を増やし、広報・啓発活動を
展開した。

広報・啓発活動を継続するとともに、社会の変化や時代の傾向に合わせて
啓発内容を更新する。対象に合わせて内容や媒体を工夫する。

あいらビューFMでの広報（人権の啓発に関する）

議会だよりの発行回数

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

公式LINEによる配信回数（男女共同参画の啓発に関する）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向１

 男女共同参画意識の定着を図る
広報・啓発の推進、制度や慣行
の見直し

施策１

 男女共同参画についての市民の
関心と理解を促進する広報活動
の充実
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【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 S 企画政策課

人権教育・啓発事業 A 企画政策課

広報関係事業 A 秘書広報課

ホームページ管理運営事業 A 秘書広報課

議会広報事業 A 議事庶務課

図書館活性化事業 A 図書館事務局

評価の説明

広報紙への「ダイアログカフェ」掲載や市ホームページにおける情報提供を通じて、
男女共同参画についての啓発を行った。令和６年度は公式LINEを活用し、より幅広
い啓発を実施。

人権啓発月間、啓発週間について広報紙へ掲載。
あいらビューFMにおいて人権啓発の放送を実施。

広報紙で毎月「男女共同参画の視点 ダイアログカフェ」を掲載し、コミュニティFM
の「広報あいら＋」でも広報啓発を行った。加えて令和6年4月からは市公式LINEで
も啓発を行った。

６月23-29男女共同参画週間、７月「あなたとわたしはちがうけど」（多様性）、
11/12-25女性に対する暴力をなくす運動週間（パープルリボン）をテーマに、中
央図書館開架入口近くの展示コーナーへ、チラシやポスターの掲示と関連本の展示を
行った。

市ホームページに掲載する内容の表現については、担当課および関係各課と適宜調整
し対応した。

「議会だより」の発行時に男女共同参画社会の視点に立った紙面づくりに留意した。

人権に関する事業・取組の実施

広報紙及びコミュニティFMによる情報
の発信

館内の月替わり展示で特集を組み、関連
本を展示し啓発に努める。

姶良市ホームページによる暮らし・観
光・イベント情報の発信

「議会だより」の発行時に男女共同参画
社会の視点に立った紙面づくりに留意す
る。

業務内容

広報（広報紙・ポスター・パンフレッ
ト・ＨＰ・ダイアログカフェ）の充実



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 2 企画政策課

1 2 企画政策課

小学生、中学生、高齢者と幅広い世代に講座を実施できた。

講座の周知をするとともに、講座の実施に当たっては、受講者の理解度や
抱える課題に応じた内容を提供する。

人権啓発セミナーの実施回数

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

男女共同参画についてのお届けセミナー実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向１

 男女共同参画意識の定着を図る
広報・啓発の推進、制度や慣行
の見直し

施策２

 広く市民を対象とする男女共同
参画に関する学習機会の提供
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【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 S 企画政策課

人権教育・啓発事業 A 企画政策課

評価の説明

建昌小学校児童クラブ、加治木中学校において実施。前年度より１回多く実施でき
た。
　実績：7月30日　10名（建昌小児童クラブ）、12月4日　570名（加治木中）
　講師：髙﨑　恵氏

三船校区コミュニティ協議会で実施
　実績：２月13日　1３名　講師：霧島人権擁護委員２名

人権啓発セミナーの実施

業務内容

お届けセミナーの実施



今後の方向性 Ⅱ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

各課の取組について男女共同参画の視点に基づいた評価を行うことで、男
女共同参画について理解を共有することができた。

全庁的に男女共同参画について当事者意識を持ち、主体的に取組がなされ
るよう、男女共同参画についての理解を浸透させる。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向１

 男女共同参画意識の定着を図る
広報・啓発の推進、制度や慣行
の見直し

施策３

 男女共同参画の視点に立った施
策の推進及び環境整備
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【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

A

業務内容 評価の説明

事業の実施に当たり固定的な性別役割分担意識に基づかないこと、多文化共生につな
がる事業の実施、窓口等において髙齢者、障がい者、外国人などへの配慮など、各課
の取組の報告があった。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 企画政策課

企画政策課と人事課の連携により、新規採用職員を対象に男女共同参画及
び人権についての研修を実施できた。

今後も新規採用職員に向けた研修を継続するとともに、全職員に向けた研
修の実施についても検討する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

職員向け男女共同参画講座の実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向１

 男女共同参画意識の定着を図る
広報・啓発の推進、制度や慣行
の見直し

施策４

 市役所における男女共同参画意
識の定着を図る職員研修の充実、
固定的な性別役割分担意識に基
づく制度・慣行の見直し
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【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

職員研修事業 A 人事課

業務内容

関係課との連携による男女共同参画職員
研修の実施

市職員研修の実施

評価の説明

市の新規採用職員研修において、男女共同参画についての基礎知識や各課との関連に
ついて、男女共同参画推進室職員による講話を実施した。
　実績：4月23日　19名

人権啓発研修を実施し、人権問題を正しく理解し、職場内における男女共同参画への
取組について意識づけを行った。
また、新規採用職員においても、職員としての姿勢や業務における理解を図るため
「男女共同参画社会」について研修を実施した。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

3,642 4,000 社会教育課

WEB研修の普及もあり、各課が自発的に研修を受講している。

今後も各課への情報提供及び啓発を継続する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

家庭教育学級の延べ参加者数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向１

 男女共同参画意識の定着を図る
広報・啓発の推進、制度や慣行
の見直し

施策５

 「相談」における男女共同参画
の視点の浸透を図るため、各種
相談を担う人への情報提供、学
習機会の提供
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【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

消費者行政活性化事業 A 商工観光課

妊産婦等・乳幼児健康診査
事業 A 子どもみらい課

家庭児童相談事業 A 子どもみらい課

（介護）総合相談事業 A 長寿・障害福祉課

障害者相談員事業 A 長寿・障害福祉課

児童生徒総合支援事業 A 学校教育課

社会教育推進事業 A 社会教育課

評価の説明

市職員全体に職員掲示板や市公式LINEを通じて男女共同参画に関する講座について
の情報提供を行っている。相談業務を統括する市民相談センターには県から直接情報
が提供されている。

相談員へ男女共同参画の資料や性の多様性についての資料を回覧し、情報共有してい
る。

３月に母子保健事業に従事する専門職を対象とした説明会を実施。相談者一人一人の
多様な状況に受容共感的対応するように相談従事者へ周知を図った。

家庭教育学級の中で開催する子育てサロンでは、小・中学校、公立幼稚園だけでな
く、私立幼稚園（子育て支援センター）でも開催することができた。子育て支援の相
談等には家庭教育サポーターも加わり、学級生に対して好評だった。

相談従事者に対し必要な情報を提供するとともに、相互共有を図った。

県主催の高齢者虐待担当者研修会への参加、市の高齢者の権利擁護についての検討、
市介護従事者への対応研修の開催を行った。

市民への相談に対し、相談を受け、情報提供するなど、適宜活動している。

学校やＳＳＷ等と連携を図り、必要に応じて関係機関等の情報提供を行った。

消費生活相談従事者への情報提供等

従事者の説明会における情報提供等

家庭教育学級

子ども家庭相談従事者への情報提供等

（介護）総合相談従事者への情報提供等

障害者相談従事者への情報提供等

相談従事者への情報提供等

業務内容

相談業務を担う関係課・関係者への情報
提供等企画調整



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

3 3 企画政策課

14 14 学校教育課

140 180 社会教育課

児童・生徒が固定的な性別役割分担意識にとらわれず主体的な選択ができ
るよう事業に取り組んだ。

事業継続するとともに、各課と事業や人材について情報共有し充実を図
る。

人権同和教育に係る研修会の実施回数（各学校で実施）

ふるさと学寮、ふるさとチャレンジャー、未来特使団、ムーミン講
座の全定員数に対する申込率

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

市内小学校で「人権の花」運動の実施

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向２

 学校等における男女共同参画に
関する教育・学習の推進

施策６

 児童生徒の男女共同参画意識の
浸透を図る人権・男女平等に関
する教育・学習の充実
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【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 S 企画政策課

人権教育・啓発事業 A 企画政策課

人権教育推進事業 A 学校教育課

青少年育成事業 A 社会教育課

評価の説明

建昌小学校児童クラブ、加治木中学校において実施。前年度は未実施。
　実績：7月30日　10名（建昌小児童クラブ）、12月4日　570名（加治木中・
全学年）
　講師：髙﨑　恵氏

西姶良小学校、三船小学校、竜門小学校で「人権の花」運動を実施。

校内研修のための外部講師のリストを作成し、各学校に周知している。今年度は、
ネットトラブルや性的マイノリティなどに関連する人権問題について講演していただ
ける方を昨年度のリストから２名追加した。

いずれの事業も、定員を上回る申込みがあった。特に、ふるさとチャレンジャーの申
込みは、定員の２倍を超え、関心の高さが伺えた。

児童・生徒に向けた人権教育・啓発の実
施

校内研修における指導、外部講師の招聘

ふるさと学寮、ふるさとチャレン
ジャー、未来特使団、ムーミン講座

業務内容

児童・生徒に向けた男女共同参画講座の
実施



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 2 学校教育課

事業を通して児童生徒の主体的で多様な進路・職業選択について働きかけ
を行っている。

継続して事業に取り組む。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

キャリア教育推進協議会の実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向２

 学校等における男女共同参画に
関する教育・学習の推進

施策７

 「個人の能力発揮」による児童
生徒の多様な選択を可能にする
教育・学習の充実
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【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

学力向上・キャリア教育推
進事業 A 学校教育課

業務内容

キャリア教育推進協議会　管理職研修会

評価の説明

職場体験学習などの体験活動や特別活動における進路学習などを通して、多様な進路
選択、職業選択について生徒への働きかけを行っている。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

教職員については県事業により男女共同参画研修が行われている。

今後も市教育委員会と情報共有する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向２

 学校等における男女共同参画に
関する教育・学習の推進

施策８

 教職員等学校関係者の男女共同
参画に関する理解の推進を図る
研修の実施等学習機会の提供

1-2-8



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

評価の説明

県の実施事業について市の教育委員会との情報提供をしている。中学校PTAから要
望があり、講師についての情報提供を行った。

業務内容

お届けｾﾐﾅｰの実施等教職員等学校関係者
への学習機会の提供・情報提供



今後の方向性 Ⅱ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

0 1 企画政策課

1 1 学校教育課

3 3 学校教育課

各課で実施する研修会において情報提供を行っている。

幼稚園教諭・保育士等を対象とした講座は未実施である。

幼稚園教諭・保育士等、幼児期の保育・教育に携わる人を対象とした講座
の実施を検討する。

幼稚園研修会の実施回数

幼保小連携協議会の実施回数

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

B

項目

幼稚園教諭・保育士等を対象とした講座の実施

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向２

 学校等における男女共同参画に
関する教育・学習の推進

施策９

 子どもの男女共同参画意識に影
響を及ぼす幼稚園教諭・保育士
への情報提供、研修の実施等学
習機会の提供

1-2-9



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 B 企画政策課

保育協議会補助金交付事業 A 子どもみらい課

幼児教育の充実 A 学校教育課

業務内容

出前講座・お届けセミナーの実施

姶良市保育協議会の要する経費及び協議
会と市が共催して開催する研修会費用の
一部補助

幼稚園長研修会・幼稚園教諭等研修会・
幼保小連携研修会

評価の説明

幼稚園教諭・保育士等への講座未実施。

市内保育施設等を対象として、児童の安全管理の徹底、職員の資質向上を図るため
に、姶良市保育協議会との共催で研修会を開催した。

幼稚園長研修会等の機会を通して、子どもの男女共同参画意識に影響を及ぼす園長・
幼稚園教諭・保育士への情報提供を行った。



今後の方向性 Ⅱ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

10 10 商工観光課

750 850 社会教育課

370 500 社会教育課

11 30 社会教育課

年度によって参加者数に変動があるものの、各課において継続した取組が
なされている。

男性の参加促進を図る必要がある。

男性が参加しやすい工夫や意識啓発に取り組む。

生涯学習講座受講者数

生涯学習フェア来場者数

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

B

項目

男性料理教室講座実施回数

今後の取組方針

成果

課題

全成人学級生の男性比率

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向３

 家庭・地域における固定的な性
別役割分担意識に基づく慣行の
見直しにつながる教育・学習の
充実

施策10

 生涯学習・社会教育・家庭教育
における男女共同参画意識の浸
透を図る教育・学習の充実

1-3-10



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

働く女性の家維持管理事業 A 商工観光課

生涯学習推進事業 B 社会教育課

社会教育推進事業 B 社会教育課

業務内容

運営委員会等での情報提供及び講座等の
実施

生涯学習講座、生涯学習フェア

成人学級

評価の説明

・運営委員会（年１回）及び定例会（毎月1回）において講座内容等を検討した。
・男性の参加促進を図ることを目的に男性料理教室講座（10回、150名）を実施。
・子育て世代が参加しやすいように一時保育（託児）を実施した。

前年度の生涯学習講座受講者数（830人）及び生涯学習フェア来場者数（643人）
を下回った。

全成人学級の男性比率は約１割であり、圧倒的に女性が多い。60歳以上の男性は、
就労している場合があったり、平均寿命の差があったりするなど、学習機会均等には
至っていない現状がある。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 地域政策課

企画政策課からの声かけにより、講座を希望する地域団体があった。

地域団体に講座について周知し、自発的な参加を促す。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

校区コミュニティ協議会研修会実施

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向３

 家庭・地域における固定的な性
別役割分担意識に基づく慣行の
見直しにつながる教育・学習の
充実

施策11

 地域で身近に男女共同参画を進
めるための講座の実施等学習機
会の提供

1-3-11



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

人権教育・啓発事業 S 企画政策課

校区コミュニティ協議会支
援事業 A 地域政策課

業務内容

お届けセミナーの実施等学習機会の提供

校区コミュニティ協議会連絡会等での研
修会等の実施

校区コミュニティ協議会連絡会等での研
修会等の実施

評価の説明

建昌小学校児童クラブにおいて実施。小学校低学年～高学年に男女共同参画の基礎を
学ぶ機会を提供した。
　実績：7月30日　10名（建昌小児童クラブ）　講師：髙﨑　恵氏

三船校区コミュニティ協議会で実施した人権啓発セミナーに、固定的役割分担意識な
ど、男女共同参画の視点を盛り込んだ。　講師：霧島人権擁護委員協議会委員

校区コミュニティ協議会連絡会において定例会及び研修会を実施した。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

22 22 学校教育課

生きづらさを抱える女性の支援者向け研修会において講話を実施できた。

「性の多様性」のテーマに特化した啓発活動に継続的に取り組んでいく。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

管理職研修会、校内研修の指導において教材「なくそう差別、築こ
う明るい社会」を活用する。（学校数）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標１

 男女共同参画を阻害する固定的
な性別役割分担意識や無意識の
思い込み（アンコンシャス・バ
イアス）の解消に向けた、あら
ゆる場における教育・学習、施
策の推進

取組の方向４

 性の多様性についての正しい理
解を深める広報・啓発の推進

施策12

 性の多様性に関する情報提供、
学習機会の提供

1-4-12



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 S 企画政策課

人権教育推進事業 A 学校教育課

業務内容

お届けセミナー等における学習機会の提
供、情報提供

管理職研修会・校内研修における指導

評価の説明

令和7年2月号市報に、性の多様性の尊重についての記事（ダイアログカフェ）を掲
載。つながりサポート事業（女性活躍推進事業・市社会福祉協議会への委託）におけ
る支援者研修の中で、「性と生き方の多様性」についての講話を実施。

校長研修会・教頭研修会において、人権同和教育の充実に向けて、「なくそう差別
築こう明るい社会」という県教育委員会が発行している資料を中心に指導をしてい
る。また、校内研修においては、「子どもの権利条約」について校内研修を通して指
導をした。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 企画政策課

23 50 企画政策課

12 12 商工観光課

市企業立地懇話会 1 1 商工観光課

事業所・団体向けの育休取得推進セミナーを実施し、経営者・管理職の参
加があった。

実施に当たっては関係団体に広報及びの周知を行う。オンライン形式を検
討するなど、参加者数を増やす工夫をする。

女性活躍推進セミナー参加人数

企業訪問、商工会との定例会

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

女性活躍推進セミナー実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向１

 誰もが「個人の能力発揮」が可
能であるための雇用環境の整備
促進

施策13

 経営者・管理職等の意識改革、
雇用慣行・職場風土改革に向け
た情報提供・学習機会の提供

2-1-13



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 S 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企業への情報提供による啓発

評価の説明

女性活躍推進セミナーとして、市内企業・団体向けの講演会を実施。前年度は市民向
けのため、企業・団体向けは未実施。テーマ：「人材確保・業務効率化につなげる育
休取得推進」
　１月２１日実施、23人参加（経営者層、係長職以上、人事担当職員）

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

12 12 商工観光課

1 1 商工観光課

女性活躍推進セミナーや市ホームページを通じて情報提供を行っている。

県事業の活用や関係課との連携により、個々の事業所の課題解決に向けた
情報発信を続ける。

市企業立地懇話会

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

企業訪問、商工会との定例会

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向１

 誰もが「個人の能力発揮」が可
能であるための雇用環境の整備
促進

施策14

 男女の均等な雇用の機会と待遇
の確保、非正規雇用労働者の雇
用環境の整備促進に向けた関係
法令、諸制度の普及・啓発

2-1-14



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 S 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企業への情報提供による啓発

評価の説明

女性活躍推進セミナーとして、市内企業・団体向けの講演会を実施。前年度は市民向
けのため、企業・団体向けは未実施。テーマ：「人材確保・業務効率化につなげる育
休取得推進」
　１月２１日実施、23人参加（経営者層、係長職以上、人事担当職員）

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

12 12 商工観光課

1 1 商工観光課

12 12 市民相談センター

各課において意識啓発及び情報提供が継続的に取り組まれている。

今後も意識啓発及び相談窓口の周知を継続するとともに、個々の事業所に
情報を届けるようにする。

市企業立地懇話会

広報紙及び市ホームページによる女性相談・女性弁護士による無料
相談の周知

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

企業訪問、商工会との定例会

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向１

 誰もが「個人の能力発揮」が可
能であるための雇用環境の整備
促進

施策15

 「個人の能力発揮」を阻害する
ハラスメント防止対策、メンタ
ルヘルス確保に向けた取組への
支援

2-1-15



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 A 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

職員福利厚生事業 A 人事課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

評価の説明

女性活躍推進セミナーとして、市内企業・団体向けの育休取得推進及びワーク・ライ
フ・バランスについての講演会を実施。ハラスメント防止策についても内容に含まれ
た。
　１月２１日実施、23人参加（経営者層、係長職以上、人事担当職員）

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集、提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。

 専任カウンセラーと「メンタルヘルス改善コンサルティング業務委託」を結び、24
時間電話相談が出来る体制、また全職員を対象とした「ストレスに関するアンケート
調査」及び「職業性ストレス簡易調査」（受検率99％）を実施した。

広報紙への掲載及び市ホームページにおける情報提供を通じて周知を図った。

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企業への情報提供による啓発

メンタルヘルス改善業務

女性相談・女性弁護士による無料相談の
周知を図る情報提供

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発



今後の方向性 Ⅱ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

12 12 商工観光課

県が実施する事業について市民に情報提供を行った。

デジタル分野については、事業のニーズや県以外が実施する事業について
情報を把握しきれていない。

先進事例の情報収集を行い、女性の能力開発に取り組む。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

B

項目

企業訪問、商工会との定例会

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向１

 誰もが「個人の能力発揮」が可
能であるための雇用環境の整備
促進

施策16

 女性の能力開発とデジタル分野
に関する各種学習の情報の提供

2-1-16



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 B 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

評価の説明

県で実施するデジタル入門セミナーを市のホームページに掲載。

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 企画政策課

23 50 企画政策課

12 12 商工観光課

1 1 商工観光課市企業立地懇話会

女性活躍推進セミナーとして育休取得推進講演会を実施し、企業・団体に
対する意識啓発を行った。

女性活躍推進セミナーの実施を継続するとともに、関係課との連携により
定期的な情報発信に取り組む。

女性活躍推進セミナー参加人数

企業訪問、商工会との定例会

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

女性活躍推進セミナー実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向１

 誰もが「個人の能力発揮」が可
能であるための雇用環境の整備
促進

施策17

 長時間労働の改善、育児休業・
介護休業、年次有給休暇取得を
進める意識啓発

2-1-17



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 S 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

評価の説明

女性活躍推進セミナーとして、市内企業・団体向けの講演会を実施。前年度は市民向
けのため、企業・団体向けは未実施。テーマ：「人材確保・業務効率化につなげる育
休取得推進」
　１月２１日実施、23人参加（経営者層、係長職以上、人事担当職員）

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企業への情報提供による啓発

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 企画政策課

23 50 企画政策課

12 12 商工観光課

1 1 商工観光課

女性活躍推進セミナーとして育休取得推進講演会を実施し、ワーク・ライ
フ・バランスについての意識啓発を行った。

女性活躍推進セミナーの実施を継続するとともに、オンライン配信や託児
の実施など、多くの人が受講しやすい環境を整える。

女性活躍推進セミナー参加人数

企業訪問、商工会との定例会

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

女性活躍推進セミナー実施回数

今後の取組方針

成果

課題

市企業立地懇話会

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向２

 多様なライフステージに応じて、
誰もが希望する仕事と生活の調
和が図れる就業環境の整備促進

施策18

 仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）に関する意識
の浸透を図る広報・啓発の推進

2-2-18



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 S 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企業への情報提供による啓発

評価の説明

女性活躍推進セミナーとして、市内企業・団体向けの講演会を実施。テーマ：「人材
確保・業務効率化につなげる育休取得推進」前年度（19人）より参加人数増加。
　実績：１月２１日　23人参加（経営者層、係長職以上、人事担当職員）

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

12 12 商工観光課

7 10 林務水産課

2 2 農業委員会事務局

農政課と連携し、農業従事者へのアンケートを実施できた。

今後も農政課と連携し農業従事者の現状把握や普及啓発に取り組む。

林業従事者定住化促進の助成対象件数

女性農業委員を対象にした研修に積極的に参加し意識の高揚を図る

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

市商工会との定例会

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向２

 多様なライフステージに応じて、
誰もが希望する仕事と生活の調
和が図れる就業環境の整備促進

施策19

 農林水産業・商工業分野等の自
営業における固定的な性別役割分
担意識に基づく就業慣行・家庭生
活の状況改善に向けた取組への支
援

2-2-19



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

男女共同参画推進事業（企
画政策課） A 林務水産課

商工会育成補助金 A 商工観光課

家族経営協定 A 農政課

農業委員会費補助事業 A 農業委員会事務局

評価の説明

農政課と連携し、市の認定農業者を対象としたアンケートを実施し、女性農業者・男
性農業者の農業経営への参画状況や、職業生活と家庭生活の両立の状況、それらの性
別による差異などを調査した。　回答実績：64人（女性24人 男性38人 未回答1
人）

市内の林業経営体に支援の概要を周知し、構成員に対する助成の申請を促した。

市商工会との定例会（毎月1回）において情報収集、提供を行った。

家族経営の安定及び経営発展並びに女性の経営参画を図るため、農業経営改善計画更
新の個別面談時や研修会で周知を行ったが、令和6年度に新たな家族経営協定の締結
は無かった。

関係機関が開催する女性農業委員を対象にした研修に参加し、農業分野における女性
の立場について、学習し意見交換等を行った。

企画政策課と連携し、お届けセミナー等
学習機会の提供・情報提供を行う。

市商工会と連携した啓発

締結時及び見直し時における助言・啓発

学習機会の提供・情報提供

業務内容

お届けセミナー等学習機会の提供・情報
提供



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 企画政策課

23 50 企画政策課

1 1 子どもみらい課

各担当課により保育・介護サービスが継続されている。

事業継続とともに、行政サービスについての情報を雇用者・従業者に提供
する。

女性活躍推進セミナー参加人数

出前講座の実施回数

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

女性活躍推進セミナー実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向２

 多様なライフステージに応じて、
誰もが希望する仕事と生活の調
和が図れる就業環境の整備促進

施策20

 多様化するニーズに対応した保
育・介護サービスの充実・利用
促進

2-2-20



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 S 企画政策課

ファミリー・サポート・セ
ンター事業 A 子どもみらい課

一時保育促進事業 A 子どもみらい課

延長保育促進事業 A 子どもみらい課

障害児保育事業 A 子どもみらい課

病児病後児保育事業 A 子どもみらい課

放課後児童健全育成事業 A 子どもみらい課

子育て支援サービス事業 A 子どもみらい課

利用者支援事業 A 子どもみらい課

介護予防普及啓発事業 A 長寿・障害福祉課

生活支援・介護予防サービ
ス基盤整備事業 A 長寿・障害福祉課

評価の説明

女性活躍推進セミナーとして、市内企業・団体向けの講演会を実施。テーマ：「人材
確保・業務効率化につなげる育休取得推進」前年度（19人）より参加人数増加。
　実績：１月２１日　23人参加（経営者層、係長職以上、人事担当職員）

姶良市社会福祉協議会に委託。保護者に代わり、提供会員による児童の一時預かりや
送迎等に加え、新規提供会員を募集するための養成講座、依頼・提供会員による全体
交流会、提供会員向け研修会、会報誌の発行等を実施している。また、両会員のマッ
チングやその後のフォローアップを行い、子育て世帯を支援した。

保護者の都合（急病や緊急時、育児疲れ等）や、幼稚園児の長期休暇、在園時間の前
後において、一時的な保育需要に応じ保育を実施することができるよう、保育環境を
整備し、子育て世帯の負担軽減を図った。

地域で生き生きと活躍する人の講演など、地域でその人らしく生活するための応援
を、地域包括ケア学習会行った。

多様化する保護者の勤務形態に応じ、18時以降のお迎えまで延長保育を実施するこ
とで、保護者の就労と子育てが両立できるよう保育環境を整備し、子育て世帯の負担
軽減を図った。

障がいを有する児童のために、施設が保育士を加配し保育することで、保護者やその
児童、また施設においても安心・安全の確保に繋がった。

病児保育は陽のこかげ、病後児保育は陽のそよかぜに委託。保護者が就労等により病
気の児童のそばにいることが出来ない場合に、委託施設による保育と看護を行い、子
ども世帯の負担軽減を図った。

男女ともに仕事と生活の調和が図れる就業環境の整備促進を図った。
（令和6年度）委託施設：27児童クラブ　延べ利用者数：185,395人

姶良市における子育てサービスの概要について、子どもみらい課各係より説明した。

シルバー人材センター安全大会へ介護予防、認知症予防について健康教育を実施し、
いつまでも就労意欲の高い高齢者へ支援を行った。

イオンタウン姶良において、子育てに関する相談や情報提供を行った。

依頼会員と提供会員で育児を助け合う子
育て支援事業を委託により実施

一時的な保育需要に対応するため、その
費用を助成

高齢者が住みなれた地域での生活が継続
できるように日常生活を支援

18時以降の保育を延長する費用の一部
を助成

障がいを有する児童のために加配する保
育士の雇用経費を助成

就労等により病気の子どもも保育できな
い代わりに、施設に保育を委託

小学生の放課後の安全確保と育成の支援
を図る施設の管理運営を委託

出前講座による情報提供

出前講座による情報提供

子育てコンシェルジュ

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 企画政策課

23 50 企画政策課

12 12 商工観光課

1 1 商工観光課市企業立地懇話会

女性活躍推進セミナーを開催し、男性の育児参画促進を図った。

女性活躍推進セミナーの実施を継続するとともに、オンライン配信や託児
の実施など、多くの人が受講しやすい環境を整える。

女性活躍推進セミナー参加人数

企業訪問、商工会との定例会

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

女性活躍推進セミナー実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向２

 多様なライフステージに応じて、
誰もが希望する仕事と生活の調
和が図れる就業環境の整備促進

施策21

 男性の家事・育児等への参画促
進を包括的に支援する取組の充
実

2-2-21



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 S 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

評価の説明

女性活躍推進セミナーとして、市内企業・団体向けの講演会を実施。テーマ：「人材
確保・業務効率化につなげる育休取得推進」前年度（19人）より参加人数増加。
　実績：１月２１日　23人参加（経営者層、係長職以上、人事担当職員）

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企業への情報提供による啓発

業務内容

企業へのお届けセミナー等学習機会の提
供・情報提供による啓発



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

多様な働き方のニーズに対応するための情報提供 1 6 商工観光課

市企業立地懇話会 1 1 商工観光課

19 19 農政課

各担当課によって事業が継続されている。

企画政策課は関係課と連携し、情報発信に取り組む。

地域計画に関する話し合い活動を各地区で開催

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向２

 多様なライフステージに応じて、
誰もが希望する仕事と生活の調
和が図れる就業環境の整備促進

施策22

 多様な働き方のニーズに対応す
る情報提供・相談支援

2-2-22



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

ふるさとハローワーク設置
事業 A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

新規就農者支援事業（市） A 農政課

農業次世代人材投資事業
（国） A 農政課

地域計画推進事業 A 農政課

業務内容

雇用対等協定に基づくハローワークとの
連携

姶良市内19地区にて、農業の将来のあり方や農地を誰が利用していくかなど、地域
農業の未来の設計図である”地域計画”の策定のため、話し合い活動を実施。19地
区で地域計画を策定することができた。今後も年に最低1回は、地域農業に関わる
人々で話し合い活動を実施し、計画の実行・更新をしていく。

企業への情報提供による啓発

新規就農者の営農初期の経営安定を支
援。
又、営農資金相談、農地集積、栽培技術
等の支援を実施。

新規就農者の営農初期の経営安定を支
援。
又、営農資金相談、農地集積、栽培技術
等の支援を実施。

担い手・新規就農者への農地集積を支援

評価の説明

ふるさとハローワークへの情報提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。

令和6年度は、新規就農者は該当なしであったが、認定農業者79世帯に対して農業
における女性活躍に関するアンケートを実施し、今後の本市の農業における女性活躍
推進施策の検討を行うための基礎資料となった。

令和6年度は、前年度からの継続8経営体、新規1経営体の9経営体に対して、農業次
世代人材投資事業及び経営開始資金を交付し、営農・経営支援等を実施した。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

52.0 90.4 人事課

姶良市職員における子育て・介護支援の制度に対する認知度が向上した。

今後も職員への情報提供及び啓発を継続する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

姶良市職員のための子育て支援・介護支援ハンドブックの認知度
（％）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標２

 誰もが、個人としての能力が発
揮でき、多様で柔軟な働き方が
できる就業環境の整備

取組の方向２

 多様なライフステージに応じて、
誰もが希望する仕事と生活の調
和が図れる就業環境の整備促進

施策23

 市役所における、職員の仕事と
生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）を図る取組の推進

2-2-23



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

職員人事管理事業 A 人事課

評価の説明

姶良市職員のための子育て支援・介護支援ハンドブックの認知度の向上
Ｒ２：3８％→Ｒ６：５２％（＋１４ポイント）
補足：姶良市特定事業主行動計画（第５期／通称：ワークライフ応援プラン）より

業務内容

姶良市職員のための子育て支援・介護支
援ハンドブックの活用



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

12 12 商工観光課

1 1 商工観光課

育休取得推進セミナーを開催した際、市内の中小企業も参加対象とした。

商工観光課と連携し、商工会との定例会などの機会を利用して情報発信に
取り組む。

市企業立地懇話会

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

企業訪問、商工会との定例会

今後の取組方針

成果

課題

重点目標３

 政策・方針決定過程への女性の
参画拡大

取組の方向１

 働く場における経営・方針決定
過程への女性の参画拡大を図る
取組への支援

施策24

 中小企業における管理職等への
女性の参画拡大を図る取組への
支援

3-1-24



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 A 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

企業誘致事業 A 商工観光課

業務内容

中小企業へのお届けセミナー等学習機会
の提供・情報提供による啓発

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企業への情報提供による啓発

評価の説明

女性活躍推進協議会を２回開催し、女性活躍推進施策について協議を行った。企業・
団体向け育休取得推進セミナーを案内する際、講師が作成したワーク・ライフ・バラ
ンスの先進事例を紹介する動画を提供。

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

市企業立地懇話会（年1回）において、情報提供・共有を行った。



今後の方向性 Ⅱ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

27.3 30.0 企画政策課

前年度に対し女性委員の割合が減少した。

人材が固定化している傾向がある。

長期間の任用を見直し、新しい人材の発掘に努める。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

B

項目

市の審議会等委員への女性の登用率（％）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標３

 政策・方針決定過程への女性の
参画拡大

取組の方向１

 働く場における経営・方針決定
過程への女性の参画拡大を図る
取組への支援

施策25

 行政分野における審議会等委員
等への女性の登用推進

3-1-25



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 B 企画政策課

業務内容

審議会等委員への女性の登用推進を図る
企画調整

評価の説明

法令・条例もしくは規則に基づく委員会・審議会等における女性の登用率は、令和5
年度の29.6％より減少した。委員の委嘱に当たっては担当課間の連携により情報を
共有することがある。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

9.4% 13.9% 人事課

令和７年度以降５年間の姶良市特定事業主行動計画「ワークライフ応援プ
ラン」の策定を進めた。

今後も市役所における管理職等への女性の登用を推進する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

管理的地位にある女性職員の割合

今後の取組方針

成果

課題

重点目標３

 政策・方針決定過程への女性の
参画拡大

取組の方向１

 働く場における経営・方針決定
過程への女性の参画拡大を図る
取組への支援

施策26

 市役所における管理職等への女
性の登用推進

3-1-26



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

職員人事管理事業 A 人事課

評価の説明

姶良市特定事業主行動計画（第５期／通称：ワークライフ応援プラン）として一体的
に取り組む。計画期間：令和７年４月１日から令和12年３月３１日までの５年間

業務内容

市における女性職員の活躍の推進に関す
る特定事業主行動計画の取組



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

企業訪問、商工会との定例会 12 12 商工観光課

13 18 林務水産課

0 2 農業委員事務局

農政課と連携し、農業従事者へのアンケートを実施できた。

今後も関係課と連携しあらゆる分野の自営業者の実態把握や啓発を行う。

林業担い手育成に係る支援件数

各種会合等を活用し啓発を行う

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標３

 政策・方針決定過程への女性の
参画拡大

取組の方向１

 働く場における経営・方針決定
過程への女性の参画拡大を図る
取組への支援

施策27

 農林水産業・商工業分野等の自
営業における経営、方針決定過
程への女性の参画促進を図る取
組への支援

3-1-27



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 A 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 林務水産課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

商工会育成補助金 A 商工観光課

家族経営協定 A 農政課

農業委員会費補助事業 - 農業委員会事務局

業務内容

関係団体へのお届けセミナー等学習機会
の提供・情報提供による啓発

企画政策課と連携し、お届けセミナー等
学習機会の提供・情報提供を行う。

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

女性農業委員・農業組合等の女性役員登
用についての働きかけ

商工会と連携した啓発

締結時及び見直し時における助言・啓発

評価の説明

農政課と連携し、市の認定農業者を対象としたアンケートを実施し、女性農業者・男
性農業者の農業経営への参画状況や、職業生活と家庭生活の両立の状況、それらの性
別による差異などを調査した。　回答実績：64人（女性24人 男性38人 未回答1
人）

森林に関する行事等で学生等の林業に関心のある者に対して支援概要を周知し、情報
提供をおこなった。

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

令和6年度は、農業委員及び推進委委員の改選がなかった。(次回は令和7年度)

市商工会との定例会（毎月1回）において情報収集、提供を行った。

家族経営の安定及び経営発展並びに女性の経営参画を図るため、農業経営改善計画更
新の個別面談時や研修会で周知を行ったが、令和6年度に新たな家族経営協定の締結
は無かった。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

12 12 商工観光課

各担当課において情報共有・発信が行われている。

関係課と連携し、働く女性の実情や課題を把握する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

企業訪問、商工会との定例会

重点目標３

 政策・方針決定過程への女性の
参画拡大

取組の方向１

 働く場における経営・方針決定
過程への女性の参画拡大を図る
取組への支援

施策28

 女性の人材育成を図る実践的・
包括的学習機会の提供

3-1-28



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 A 企画政策課

女性活躍推進事業（企画政
策課） A 商工観光課

A 秘書広報課

職員研修事業 A 人事課

議会広報事業 A 議事庶務課

企画政策課と連携し、企業・関係団体訪
問等による啓発を行う。

企画政策課・各課との情報の提供や共有

職員研修

議会と語る会、議会傍聴など議会・市政
について考える機会の広報及び男女とも
に参加しやすい場の設定を検討する

評価の説明

近隣市（鹿児島市）の女性向けキャリアデザインセミナーを市ホームページに掲載。

企業訪問、商工会との定例会（毎月1回）において情報収集・提供を行った。

男女共同参画に関する市民の理解促進を目的に担当課及び関係各課と情報の共有・提
供を行った。

自治研修センターで行われる女性職員キャリアデザイン研修の周知を図り、1名派遣
した。

議会と語る会は実施していないが、各種団体と意見交換を行った。さらに議会傍聴な
ど議会・市政について考える機会の広報を実施し、男女ともに参加しやすい場の設定
に努めた。

業務内容

関係団体へのお届けセミナー等学習機会
の提供・情報提供による啓発



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

令和６年度から市公式LINEを活用した情報発信を取り入れた。

今後もキャンペーン期間などを活用して積極的に情報発信を行う。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向１

 性別に起因するあらゆる形態の
暴力を容認しない社会環境の醸
成を図る取組の推進

施策29

 性別に起因するあらゆる形態の
暴力を容認しない意識の定着を
図る広報・啓発

4-1-29



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 S 企画政策課

人権啓発事業 S 企画政策課

業務内容

啓発　女性に対する暴力をなくす運動・
人権週間等を通じた情報発信

広報・啓発　出前講座など

評価の説明

11月の「女性に対する暴力をなくす運動期間」にあわせ、公共施設及び大型ショッ
ピングセンターにパープルリボンツリーやポスター、啓発グッズ等を設置。令和6年
度はあいらびゅーFMや市公式LINEなど、啓発の媒体を増やした。

三船小学校、西姶良小学校、竜門小学校で「人権の花」運動を実施。
三船校区コミュニティ協議会で人権啓発セミナーを実施。
新任職員研修で人権講座を実施。市報に人権啓発記事を５回掲載。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

4 4 企画政策課

5 5 学校教育課

3 3 学校教育課

158 175 子どもみらい課

各担当課において被害の未然防止のための啓発に取り組んでいる。

形態が多様化する性暴力について、最新の状況や対策について情報収集す
る。

管理職研修会（校長）の実施回数

生徒指導主任等研修会の実施回数

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

デートDV防止講座の実施回数

今後の取組方針

成果

課題

子育てコンシェルジュにおける相談実績

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向１

 性別に起因するあらゆる形態の
暴力を容認しない社会環境の醸
成を図る取組の推進

施策30

 子どもや若年層の被害の未然防
止及び被害者支援の基盤となる
啓発

4-1-30



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

家庭児童相談事業 A 子どもみらい課

地域子育て支援センター事
業 A 子どもみらい課

児童生徒総合支援事業 A 学校教育課

業務内容

出前講座・お届けセミナー　思春期講座
の実施等

子ども家庭相談

保育所や各公共施設で子育て中の親子が
気軽に集え相談できる場

管理職研修会・生徒指導主任等研修会・
関係機関との連携

評価の説明

市内中学校４校（重富・帖佐・蒲生・山田）において思春期講座としてデートDV防
止講座を実施し、性被害、SNSトラブルから身を守る知識について学習する機会を
提供。
　実績：638名（中学３年生）　講師：山崎　眞子氏

児童虐待を防ぐため、関係機関と連携し周知・啓蒙に努めた。また、児童虐待案件に
対しては、再発防止に向けた指導を徹底するとともに、被害者に対する安全確保等の
支援を行った。

親子の交流等を促進する子育て支援センターでの、子どもの被害の未然防止及び被害
者支援の基盤となる啓発を図った。

管理職研修会や生徒指導主任等研修会を通して、人権教育が学校教育の基盤であるこ
とを繰り返し確認し、教職員の人権感覚のアップデートに努めるよう指導している。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 市民相談センター

相談窓口においては関係機関と連携を図りながら適切な対応を行った。

相談支援を継続するとともに、相談窓口について市民や各種委員（人権擁
護委員、民生委員など）に周知する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

DV被害者支援庁内連絡会議研修会（各関係機関との連携体制の充
実）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向１

 性別に起因するあらゆる形態の
暴力を容認しない社会環境の醸
成を図る取組の推進

施策31

 性暴力・性犯罪、ストーカー行
為の被害者支援に向けた関係機
関との連携強化を図る体制の充
実

4-1-31



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

ＤＶ被害者支援事業 A 市民相談センター

業務内容

女性相談の実施、あらゆる分野の相談従
事者との連携体制

関係部署及び関係機関と連携し、相談内
容に応じた支援を行う

評価の説明

常に相談者に寄り添い、個人情報の保護と守秘義務の徹底を図り相談支援を行った。
また、内容に応じた各関係機関との連携を図り包括的な支援を行った。

関係機関と連携し相談内容に応じた支援を行った。



今後の方向性 Ⅱ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

3 3 学校教育課

3 3 市民相談センター

相談窓口においては関係機関と連携を図りながら適切な対応を行った。

セクシュアルハラスメントに特化した市民向けの啓発活動は実施していな
い。

相談窓口における現状を把握し、市民向けの啓発活動を実施する。

女性相談支援員研修

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

B

項目

市のスクールカウンセラー配置人数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向１

 性別に起因するあらゆる形態の
暴力を容認しない社会環境の醸
成を図る取組の推進

施策32

 あらゆる場におけるセクシュア
ルハラスメントの防止・被害者
支援に向けた基盤づくり

4-1-32



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 B 企画政策課

職員研修事業 A 人事課

児童生徒総合支援事業 A 学校教育課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

業務内容

セクシュアルハラスメント防止に向けた
啓発・情報提供

市職員研修

スクールカウンセラー・相談窓口の設置

女性相談における対応

評価の説明

性暴力・性被害に関する啓発活動は「女性に対する暴力をなくす運動」において実施
したが、セクシュアルハラスメントに重点を置いた啓発活動として実施したものはな
かった。

人権啓発研修の中で様々なハラスメントについて学び、ハラスメントの危険性やリス
クを知り、理解を深めた。

県からのスクールカウンセラーに加え、市のスクールカウンセラーを2名委嘱し、児
童生徒や保護者との面談を行っている。また、スクランブルカウンセリングも対応で
きるよう予算を確保し、学校への周知を行っている。

相談内容に応じた各関係機関と連携を図り、包括的な支援を行った。また、DV被害
者支援コーディネーターから個別助言等を受けスキルアップの向上に努めた。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 市民相談センター

各担当課において被害者の安全確保のための取組を継続している。

今後も各課が連携し、被害者の安全確保のための情報共有・情報管理を徹
底する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

DV被害者支援庁内連絡会議研修会（各関係機関との連携体制の充
実）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向２

 配偶者等からの暴力の防止及び
被害者の保護・支援体制の充実

施策33

 被害者の安心と安全を確保する
適切・迅速な保護対応の充実

4-2-33



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

ＤＶ被害者支援事業 A 市民相談センター

A 市民課

避難所運営事業 - 危機管理課

業務内容

配偶者暴力相談支援センターにおけるワ
ンストップサービス

住民基本台帳の閲覧等の制限等の支援措
置

災害時の避難所における被害認知におい
て、保護する必要がある場合等多様な被
害状況に対応すべく、関係機関と連携し
た保護体制の構築に努める

評価の説明

保護する必要がある被害者の早期の安全確保のため、支援措置に係る相談等を迅速に
行った。

住民基本台帳事務における支援措置申出により、住民票及び戸籍附票の発行抑止を実
施。
申出者、関係市区町村、関係機関、本市関係部署等と連携し、適正かつ迅速に対応し
た。

対象年度において被害認知なし



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 市民相談センター

民生委員に県のDV相談窓口（LINE、WEBによる相談）を周知した。相談
支援者向け研修会などの機会を利用し相談窓口の周知に努めている。

今後もあらゆる分野の相談員や関係団体に相談窓口について周知し、被害
の早期発見につなげる。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

DV被害者支援庁内連絡会議研修会（各関係機関との連携体制の充
実）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向２

 配偶者等からの暴力の防止及び
被害者の保護・支援体制の充実

施策34

 被害者の安心と安全を確保する
適切・迅速な保護対応の充実

4-2-34



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 S 企画政策課

ＤＶ被害者支援事業 A 市民相談センター

家庭児童相談事業 A 子どもみらい課

A 警防課

業務内容

庁内や公共施設等のトイレにＤＶ防止ｶｰ
ﾄﾞの設置を行う

関係課・関係機関へのDVについての情
報提供

子ども家庭相談

日常業務の中で患者等の症状から被害認
知し医師につなぐ

評価の説明

11月の「女性に対する暴力をなくす運動」とあわせて相談窓口カードを公共施設・
大型ショッピングセンターのトイレに設置し、市公式LINEでも配信。また、民生委
員定例会において、県DV相談窓口「With You」（LINE、WEBによる相談）を周
知。

庁内連絡会議研修会を開催し、各関係機関への情報提供等行った。

配偶者等からの暴力を目撃することによる児童に対する心理的虐待について、関係機
関等に周知することにより早期発見、早期対応体制の構築に努めた。

救急現場等において、DV・児童虐待等が疑われる場合は、関係機関（生活安全係・
警察・病院・ソーシャルワーカー）につなぐと共に、救急要請時の更なる被害を防ぐ
ため救急車内に隔離するなどの対応をしている。現場で確認できなかった事案に対し
ても、搬送時に気付いた際は、搬送先の医療機関の医師に報告をしている。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

市のスクールカウンセラー配置人数 3 3 学校教育課

3 3 学校教育課

3 3 市民相談センター

関係各課の連携により支援に取り組んでいる。

個別のケースに対しこまやかに対応できるよう、関係各課・相談窓口で連
携し支援する。子どもが相談できる窓口の周知も積極的に行う。

市のスクールソーシャルワーカー配置人数

女性相談支援員研修

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向２

 配偶者等からの暴力の防止及び
被害者の保護・支援体制の充実

施策35

 配偶者からの暴力による子ども
への影響に対する支援

4-2-35



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

ＤＶ被害者支援事業 A 市民相談センター

家庭児童相談事業 A 子どもみらい課

児童生徒総合支援事業 A 学校教育課

業務内容

女性相談と関係機関の連携

子どもに関する様々な相談に応じ、児童
相談所等の関係機関と連携して、相談者
への支援を行う

スクールソーシャルワーカー・スクール
カウンセラーへの情報提供

評価の説明

常に相談者に寄り添い、個人情報の保護と守秘義務の徹底を図り相談支援を行った。
また、内容に応じた各関係機関との連携を図り包括的な支援を行った。

配偶者等からの暴力被害を児童に目撃させる面前ＤＶについては、心理的虐待である
ことから早期発見、早期対応に努め、被害児童の回復に向けた支援に努めた。

各学校やあいぴあからの情報提供を受けて、スクールソーシャルワーカーにも情報共
有を行い、必要に応じて関係機関と連携を継続するよう指示している。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

市のスクールカウンセラー配置人数 3 3 学校教育課

3 3 学校教育課

4 4 企画政策課

3 3 市民相談センター

市役所や学校の相談窓口で相談支援に取り組んでいる。中学校においては
デートDV防止講座を実施し啓発に取り組んでいる。

今後も取組を継続するとともに、中学生以外の若年層にも啓発活動の範囲
を拡大する。

市のスクールソーシャルワーカー配置人数

デートDV防止講座の実施回数

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

女性相談支援員研修

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向２

 配偶者等からの暴力の防止及び
被害者の保護・支援体制の充実

施策36

 交際相手からの暴力（デートＤ
Ｖ）の被害者支援

4-2-36



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

家庭児童相談事業 A 子どもみらい課

児童生徒総合支援事業 A 学校教育課

業務内容

お届けセミナーの実施等による啓発

女性相談において相談内容に応じた支援
を行う

子ども家庭相談

スクールソーシャルワーカー・スクール
カウンセラーへの情報提供

評価の説明

市内中学校においてデートDV防止講座を実施する際、啓発リーフレットと相談窓口
を記載したカードを配布。４月の「若年層の性暴力被害予防月間」の際に市ホーム
ページを通じて啓発を行った。

常に相談者に寄り添い、個人情報の保護と守秘義務の徹底を図り相談支援を行った。
また、内容に応じた各関係機関との連携を図り包括的な支援を行った。

相談対応及び関係機関と連携した対応を行った。

個人情報の保護と守秘義務の徹底を繰り返し確認しながら、スクールソーシャルワー
カー等への情報提供を行っている。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 3 市民相談センター

女性相談員については研修会等へ参加や、専門のアドバイザーからのアド
バイスを通じ、スキルアップにつなげた。

あらゆる分野の相談に携わる相談員に、国・県の研修のほか、社会福祉協
議会が実施している支援者のための研修会などを周知し、参加を促す。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

国・県が実施する研修会等へ参加

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向２

 配偶者等からの暴力の防止及び
被害者の保護・支援体制の充実

施策37

 相談スキルの向上を図る研修の
実施、相談体制の充実

4-2-37



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

評価の説明

国・県が実施する研修会等へ参加し相談対応等のスキルアップの向上に努めた。

業務内容

研修会等への参加・復命を兼ねた関係機
関への情報提供、男性相談の対応の研究



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

市のスクールカウンセラー配置人数 3 3 学校教育課

3 3 学校教育課

1 1 市民相談センター

各担当課において被害者支援のための適切な対応を実施している。

被害者の状況を把握し、必要な支援を受けられるよう関係各課で情報を共
有する。

市のスクールソーシャルワーカー配置人数

DV被害者支援庁内連絡会議研修会（各関係機関との連携体制の充
実）

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向２

 配偶者等からの暴力の防止及び
被害者の保護・支援体制の充実

施策38

 被害者の生活再建に向けた支援

4-2-38



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

ＤＶ被害者支援事業 A 市民相談センター

母子生活支援施設措置事業 A 子どもみらい課

児童生徒総合支援事業 A 学校教育課

評価の説明

常に相談者に寄り添い、個人情報の保護と守秘義務の徹底を図り相談支援を行った。
また、内容に応じた各関係機関との連携を図り包括的な支援を行った。

DV被害による避難及び精神的又は経済的な理由により生活困窮などに直面する母子
を保護し、自立に向けた生活支援を行うため、措置を必要とする母子への相談業務等
を行った。

各学校やスクールソーシャルワーカーからの情報収集・情報共有の際には、個人情報
の保護に留意するよう、繰り返し確認している。

様々な理由で支援が必要となる母子家庭
の自立を支援する施設への入所措置を行
う事業

スクールソーシャルワーカー・スクール
カウンセラーへの情報提供

業務内容

配偶者暴力相談支援センターにおけるワ
ンストップサービスの充実



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 市民相談センター

年１回庁内連絡会議を開催し、関係各課を対象とした研修を実施してい
る。

今後も取組を継続し、各課の職員がDV被害に関する理解を深める機会と
する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

DV被害者支援庁内連絡会議研修会（各関係機関との連携体制の充
実）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標４

 男女の人権を侵害するあらゆる
形態の暴力の根絶

取組の方向２

 配偶者等からの暴力の防止及び
被害者の保護・支援体制の充実

施策39

 「姶良市配偶者等からの暴力の
防止及び被害者支援計画」に基
づく総合的取組

4-2-39



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

ＤＶ被害者支援事業 A 市民相談センター

評価の説明

DV被害者支援庁内連絡会議研修会を開催し、相談対応、事案認知時における各関係
機関との連携体制等についての研修を行った。

業務内容

ＤＶ庁内会議の実施、DVに関する関係
課との連携



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 3 市民相談センター

各担当課において健康支援の取組を継続し、保健師・助産師などによりき
め細かい対応がなされている。

今後も取組を継続するとともに、各担当課と連携し、支援に関わる人を対
象とした男女共同参画研修を実施する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

国・県が実施する研修会等へ参加

今後の取組方針

成果

課題

重点目標５

 男女の人権の尊重を踏まえた生
涯を通じた健康支援

取組の方向１

 リプロダクティブ・ヘルス／ラ
イツを踏まえた、妊娠・出産等
に関する健康支援

施策40

 妊娠・出産・育児期における健
康支援

5-1-40



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

妊産婦等・乳幼児健康診査
事業 A 子どもみらい課

出産子育て応援事業 A 子どもみらい課

業務内容

相談時における情報提供

妊産婦健康診査・乳幼児健康診査の実
施、母子手帳の交付、各種健康教室・母
子相談・訪問指導、健康教育の実施

妊娠・出産・子育てについての不安や困
りごとなど様々なニーズに即した必要な
支援につなぐ伴奏型相談支援の充実と経
済的な支援を一体的に実施する

評価の説明

相談内容に応じた各関係機関と連携を図り、相談支援を行った。また、国・県が実施
する研修会等へ参加し相談対応等のスキルアップの向上や情報収集に努めた。

母子手帳の交付、妊産婦健康診査・乳幼児健康診査の実施、各種健康教室・母子相
談・訪問指導、健康教育を実施し、妊産婦のメンタルヘルスの支援や心身の健康の保
持に努めた。

出産子育て応援事業を実施し、経済的支援の給付金の支給及び伴走型相談支援で対象
者に向けて、妊娠・出産・子育てについての健康支援に係る情報やサービスを享受す
る機会を確保できるよう多様な機会を捉えて周知を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 3 市民相談センター

中学生を対象とした思春期講座等を通して性に対する正しい理解促進に向
けた取組を継続している。

発達段階に応じた教育が必要であるため、小学校児童などを対象とした講
座の実施も検討したい。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

国・県が実施する研修会等へ参加

今後の取組方針

成果

課題

重点目標５

 男女の人権の尊重を踏まえた生
涯を通じた健康支援

取組の方向１

 リプロダクティブ・ヘルス／ラ
イツを踏まえた、妊娠・出産等
に関する健康支援

施策41

 性に関する正しい理解促進に向
けた教育の推進、広報・啓発

5-1-41



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

妊産婦等・乳幼児健康支援
事業 A 子どもみらい課

評価の説明

市内中学校４校（重富・帖佐・蒲生・山田）において思春期講座としてデートDV防
止講座を実施し、性に関する正しい理解や自他を尊重する大切さについて学習する機
会を提供。
　実績：638名（中学３年生）　講師：山崎　眞子氏

相談内容に応じた各関係機関と連携を図り、相談支援を行った。また、国・県が実施
する研修会等へ参加し相談対応等のスキルアップの向上や情報収集に努めた。

実施前後で行ったアンケート結果から、自己肯定感の向上がみられた。

相談時における情報提供

命のふれあい教室の実施

業務内容

お届けセミナー（思春期講座等）の実施
等学習機会の提供



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

10.2 19.0 健康保険課

12.6 21.0 健康保険課

3.3 15.0 健康保険課

市報や公式ライン等を活用した受診勧奨に取り組み、受診者増加につな
がった。

企画政策課の市民向けイベントや啓発の際、検診や健康支援に関する情報
発信に取り組む。

乳がん検診受診率（％）

骨粗しょう症検診受診率（％）

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

子宮頸がん検診受診率（％）

今後の取組方針

成果

課題

重点目標５

 男女の人権の尊重を踏まえた生
涯を通じた健康支援

取組の方向２

 生涯にわたる男女の健康の包括
的支援

施策42

 疾患の早期発見に向けた検診受
診率向上、予防等についての啓
発

5-2-42



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

健康増進事業 A 健康保険課

妊産婦等・乳幼児健康支援
事業 A 子どもみらい課

家族経営協定 A 農政課

評価の説明

女性検診（子宮頸がん検診、乳がん検診、骨粗しょう症検診）の受診率向上のために
市報や公式ライン等を活用した受診勧奨に取り組み、検診を実施した結果、子宮頸が
ん検診と乳がん検診については受診者増につながった。また骨粗しょう症予防教室
や、高血圧予防教室等の健康についての普及啓発に取り組んだ。

母子健康手帳交付時、妊産婦健康診査受診券の説明及び受診勧奨を行った。産後う
つ、ハイリスク妊産婦、虐待傾向等における早期発見を行い、早期支援に努めた。

家族経営の安定及び経営発展並びに女性の経営参画を図るため、農業経営改善計画更
新の個別面談時や研修会で周知を行ったが、令和6年度に新たな家族経営協定の締結
は無かった。

妊産婦健康診査の実施

健康保持に関する項目、女性の健康支援
に関する項目設置の助言

業務内容

女性検診、健康教育等の実施



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

各担当課において健康教室等の事業や健康に関する情報発信に取り組んで
いる。

今後も市公式LINE等の媒体を活用し、市民の健康への意識向上を促す。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標５

 男女の人権の尊重を踏まえた生
涯を通じた健康支援

取組の方向２

 生涯にわたる男女の健康の包括
的支援

施策43

 市民一人一人の健康意識の向上
に向けた広報・啓発

5-2-43



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

健康増進事業 A 健康保険課

被保険者への人間ドック等
助成事業 A 健康保険課

趣旨普及事業 A 健康保険課

妊産婦等・乳幼児健康支援
事業 A 子どもみらい課

評価の説明

骨粗しょう症予防教室や女性の健康週間について普及啓発を行った。また、高血圧予
防教室等の実施を通して、適塩の普及啓発に取り組んだ。

被保険者の疾病を早期発見し早期治療に繋げるため、人間ドック・脳ドック・がん
ドックに対する助成を行った。

高血圧やたばこ等健康に関する情報を毎月市報「健幸生活」の欄に掲載した。また、
11月に適塩（よかあんばい）コーナーを図書館に設置し、関係図書や資料を展示し
た。

妊娠・出産・育児期における健康に関する知識等情報を入手する機会を確保できるよ
う多様な機会を捉える健康教室の情報発信・情報提供、参加への働きかけを行った。

各種教室の開催や医療費分析に基づく保
険事業の推進

生活習慣病等未然防止のための周知・啓
発

各種健康教室等の実施

業務内容

各種健康教育等の実施や医療費分析に基
づく保健事業の推進



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

48.8 60.0 健康保険課

35.9 60.0以上 健康保険課

個人によって生活習慣等が異なるため、個々の多様な状況に応じた健康指
導等を行っている。

今後も事業を継続するとともに、個々の多様な状況に応じた啓発や情報提
供に取り組む。

特定保健指導実施率（速報値・％）　※確定値は翌年度11月公表

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

特定健診実施率（速報値・％）　※確定値は翌年度11月公表

今後の取組方針

成果

課題

重点目標５

 男女の人権の尊重を踏まえた生
涯を通じた健康支援

取組の方向２

 生涯にわたる男女の健康の包括
的支援

施策44

 男女の身体的差異やニーズの違
いを踏まえた健康づくりへの支
援

5-2-44



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

健康増進事業 A 健康保険課

特定健康診査指導事業 A 健康保険課

保健師活動関係事業 A 健康保険課

検診等補助事業 A 健康保険課

未受診等健康づくり訪問事
業 A 健康保険課

業務内容

各種健康教育等の実施や医療費分析に基
づく保健事業の推進

保健指導による生活習慣病改善の取組
（個別）

生活習慣病改善及び健康増進の取組

人間ドック、脳ドック、がんドックの補
助

特定健診を受診することにより、自己の
健康状態を把握し、生活習慣病予防につ
なげる取組

評価の説明

骨粗しょう症の予防教室や女性の健康週間について普及啓発を行った。

特定健康診査の受診率向上を図るため、未受診者への勧奨通知や訪問による受診勧奨
を実施し、受診率の向上に取り組み、特定保健指導の実施については、医療機関や専
門機関等へ委託し実施率の向上に努めた。

高血圧やたばこ等健康に関する情報を毎月市報「健幸生活」の欄に掲載。11月に適
塩（よかあんばい）コーナーを図書館に設置し、関係図書や資料を展示。特定健診や
長寿健診受診者への結果通知に、生活習慣病予防や重症化予防の情報を同封し周知・
啓発に努めた。

被保険者の疾病を早期発見し、早期治療に繋げるために人間ドック、脳ドック、がん
ドックへの助成を行った。

医療機関に受診勧奨の協力を行うとともに、未受診者への訪問・電話による受診勧奨
を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

11,035 15,000 商工観光課

各担当課においてスポーツに関係する事業を継続し、市民の健康づくりに
つなげている。

企画政策課と関係各課が連携し、スポーツイベント等を利用してUde-ス
ポーツの普及に取り組む。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

生涯スポーツ年間参加者数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標５

 男女の人権の尊重を踏まえた生
涯を通じた健康支援

取組の方向２

 生涯にわたる男女の健康の包括
的支援

施策45

 スポーツ活動・運動を通じた健
康づくりへの支援

5-2-45



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

健康増進事業 A 健康保険課

高齢者の保健事業と介護予
防の一体的実施 A 健康保険課

長寿健康診査指導事業 A 健康保険課

地域介護予防活動支援事業 A 長寿・障害福祉課

生涯スポーツ推進事業 A 商工観光課

評価の説明

病態別健康教室や出前講座にて、日常生活に取り入れやすい運動の普及啓発を行っ
た。

サロン等の通いの場において、フレイル予防についての普及啓発を行った。
フレイルリスクの高い方については、訪問等を実施した。

訪問等により、個人の状況に応じた健康相談を実施した。

社会福祉協議会委託のサロン活動へ運動についての情報提供、住民主体型通いの場へ
のリハ職の支援の調整など行った。

生涯スポーツ市民講座を16講座実施。あいらスポーツフェスタ、レクリエーション
体験会等を開催し、スポーツ・レクリエーションの普及・推進を図った。あいらス
ポーツフェスタや市駅伝競走大会等にスポーツ推進委員が参加し、スポーツ・レクリ
エーションの普及・推進を図った。

高齢者のフレイル対策

保健指導による生活習慣病改善の取組
（個別）

住民主体による介護予防に資するための
活動の支援

生涯スポーツ市民講座、各種スポーツ・レク
リエーションイベントの実施、市スポーツ推
進委員によるスポーツ・レクリエーションの
普及・推進への取組等

業務内容

健康教育等の実施



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

3 3 市民相談センター

各担当課においてひとり親家庭等への支援に取り組んでいる。

ひとり親家庭等の個々が抱える問題を把握し、関係各課で情報共有を図
る。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

女性相談支援員研修

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向１

 様々な要因により複合的に困難
な状況にある一人一人の生活の
安定と自立に向けた包括的な支
援

施策46

 ひとり親家庭等の個々の多様な
状況に応じた包括的な支援

6-1-46



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

母子家庭等自立支援給付事
業 A 子どもみらい課

ひとり親家庭等医療費助成
事業 A 子どもみらい課

児童扶養手当給付事業 A 子どもみらい課

母子生活支援措置事業 A 子どもみらい課

ひとり親の就職に有利となる資格取得を
促進支援する事業

ひとり親家庭の医療費を助成

ひとり親の生活を安定させ自立を促進さ
せるために手当を給付する事業

様々な理由で支援が必要となる母子家庭
の自立を支援する施設への入所措置を行
う事業

評価の説明

相談内容に応じた各関係機関と連携を図り、包括的な支援を行った。また、DV被害
者支援コーディネーターから個別助言等を受けスキルアップの向上に努めた。

資格取得のための講座等の受講料を支援する「自立支援教育訓練給付金」及び 資格
取得のために修業する期間を経済的に支援する「高等職業訓練給付金」の給付と、就
労や資格取得に関する相談等を実施した。

ひとり親家庭を経済的に支援するため、医療費助成を行った。また、訪問・現況調査
を実施し家庭の実態把握と相談業務等を行った。

ひとり親家庭を経済的に支援するため、児童扶養手当を支給した。訪問調査や現況調
査を実施し家庭の実態把握と相談業務等を行った。

DV被害による避難及び精神的又は経済的な理由により生活困窮などに直面する母子
を保護し、自立に向けた生活支援を行うため、措置を必要とする母子への相談業務等
を行った。

業務内容

女性相談の充実



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

57 60 学校教育課

各担当課において障害のある人への支援に取り組んでいる。

障がいのある人の個々が抱える問題を把握し、関係各課で情報共有を図
る。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

特別支援教育支援員の配置人数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向１

 様々な要因により複合的に困難
な状況にある一人一人の生活の
安定と自立に向けた包括的な支
援

施策47

 障がいのある一人一人の多様な
状況に応じた包括的な支援

6-1-47



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

障害者相談員事業 A 長寿・障害福祉課

特別支援教育支援員配置事
業 A 学校教育課

業務内容

障害者相談
障害者等の相談に応じ、情報の提供及び
助言等必要な支援を行う

特別支援教育支援員による個別支援・合
理的配置を行う指導

評価の説明

各部門の相談員６名が市民からの相談に応じ、適宜情報提供や助言等を行い支援する
ことが出来た。

児童生徒一人一人の教育的ニーズに基づいた関わりや支援を行うよう研修の機会の設
定を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

担当課において高齢者及び家族介護者への相談支援に取り組んでいる。

相談支援を継続するとともに、企画政策課においては介護の負担が固定的
な性別役割分担意識によって偏重することがないよう、啓発に取り組む。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向１

 様々な要因により複合的に困難
な状況にある一人一人の生活の
安定と自立に向けた包括的な支
援

施策48

 高齢者一人一人の多様な状況に
応じた包括的な支援

6-1-48



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

（介護）総合相談事業 A 長寿・障害福祉課

業務内容

高齢者及び家族介護者を対象とした相談
支援

評価の説明

月1回相談員会を開催し、相談事例に対しての検証を行っている。合わせて、主任介
護支援専門員、保健師等、社会福祉士等の3職種での日々の相談対応、検討を行って
いる。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

市のスクールカウンセラー配置人数 3 3 学校教育課

市のスクールソーシャルワーカー配置人数 3 3 学校教育課

3 3 市民相談センター

子どもや子育て家庭が抱える問題に対し、スクールソーシャルワーカーや
スクールカウンセラー、保健師等の専門職を交えて支援を継続している。

企画政策課で実施しているつながりサポート事業等を活用し、生活上の孤
独や困難を抱える若年層を相談支援や居場所づくりにつなげる。

女性相談支援員研修

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向１

 様々な要因により複合的に困難
な状況にある一人一人の生活の
安定と自立に向けた包括的な支
援

施策49

 子どもや若者一人一人の多様な
状況に応じた包括的な支援

6-1-49



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

家庭児童相談事業 A 子どもみらい課

育英奨学金事業 A 教育総務課

児童生徒総合支援事業 A 学校教育課

評価の説明

常に相談者に寄り添い、個人情報の保護と守秘義務の徹底を図り相談支援を行った。
また内容に応じた各関係機関との連携を図り包括的な支援を行った。

子育て家庭が抱える問題の根底には貧困や障害、傷病等の複数の要因が複合的に存在
するケースが多いため、関係機関と密に連携し個々のケースに応じた包括支援を実施
した。

県やその他の奨学金制度に関する情報提供を学校を通して実施している。また、姶良
市育英奨学金について学校を通して募集し、社会に貢献し得る人材育成のため奨学金
の貸与を行った。

学校における不登校やいじめなどの問題にあたり、スクールソーシャルワーカーやス
クールカウンセラーも交えてケース会議や対策委員会を行って、チーム学校として対
応を協議するように指導している。

子ども家庭相談

育英奨学金制度の運用及び県や国の奨学
金制度の案内・情報提供

スクールソーシャルワーカー、スクール
カウンセラー（配置事業）

業務内容

女性相談と関係機関との連携



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 4 企画政策課

3 3 市民相談センター

相談窓口においては個々の多様な状況に応じた情報提供を行っている。

相談支援に携わる者に外国人や性的少数者の相談窓口について情報共有す
る。「やさしい日本語」の普及など、多文化共生に向けて取り組む。

女性相談支援員研修

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

国際交流・多文化共生推進のための講座等の実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向１

 様々な要因により複合的に困難
な状況にある一人一人の生活の
安定と自立に向けた包括的な支
援

施策50

 外国人・性的少数者であること
等により複合的に困難な状態に
ある一人一人の多様な状況に応
じた包括的な支援

6-1-50



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

国際交流関連事業 A 企画政策課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

市民相談事業 A 市民相談センター

評価の説明

出入国在留管理庁が実施する、外国人と行政間の通訳支援事業サービスに登録し、外
国人の生活に関わる相談や各種申請手続きなどに対応する体制を整備。令和６年度末
で９課が登録済。

常に相談者に寄り添い、個人情報の保護と守秘義務の徹底を図り相談支援を行った。
また内容に応じた各関係機関との連携を図り包括的な支援を行った。

常に相談者に寄り添い、個人情報の保護と守秘義務の徹底を図り相談支援を行った。
また内容に応じた各関係機関との連携を図り包括的な支援を行った。

女性相談の実施と関係機関との連携

市民相談の実施と関係機関との連携

業務内容

通訳支援事業サービスの利用



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 健康保険課

2 3 健康保険課

3 4 健康保険課

38 40 長寿・障害福祉課

3 3 市民相談センター

民生委員による地域の実態把握やゲートキーパー養成講座など、各担当課
において事業が継続されている。

今後も事業を継続するとともに、各担当課が情報を共有しあい、生活上の
困難を抱える人を必要な支援につなげる。

自殺対策普及啓発活動

ストレスマネジメント講座

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

ゲートキーパー養成研修

今後の取組方針

成果

課題

民生委員児童委員への研修会等の実施（各定例会36・全体研修
1・主任児童委員連絡会3）

女性相談支援員研修

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向２

 潜在的なニーズに対応した、誰
もが安心して暮らすことができ
る生活基盤の充実を図る取組の
推進

施策51

 潜在する傾向にある相談支援の
ニーズへの対応

6-2-51



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

心の健康づくり推進事業 A 健康保険課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

妊産婦等・乳幼児健康支援
事業 A 子どもみらい課

生活困窮者自立支援事業
（相談支援） A 生活福祉課

民生委員活動事業 A 長寿・障害福祉課

（介護）総合相談支援事業 A 長寿・障害福祉課

障害者相談支援事業 A 長寿・障害福祉課

評価の説明

市社会福祉協議会への委託事業「つながりサポート事業」において、生活上の困難や
孤独を抱える女性を対象とした女性相談や居場所づくりのワークショップを毎月継続
して実施している。

自殺予防をはじめとした心の健康を保持するための事業を継続的に実施した。
主に、市内３中学校にて臨床心理士によるストレスマネジメント講座や地域づくり
コーディネーターを対象としたゲートキーパー養成講座を実施し、市民の関心と理解
を促進した。

相談内容に応じた各関係機関と連携を図り、包括的な支援を行った。

市民への相談に対し、相談を受け、情報提供するなど、適宜活動している。

母子相談を実施し、妊娠・出産・育児に係る一人一人の多様な状況を踏まえ心身の保
持増進に努めた。

生活に困窮している方への相談、支援、会議での情報共有できている。姶良市内の小
中学校及び公共施設において、生理用ナプキンの無料配布を行った。

毎月の各地区定例会において高齢者、障がい者、児童などに関する研修・情報交換を
行った（令和６年度全体研修と姶良地区定例会は災害により中止）。主任児童委員連
絡会（年３回）を行い、地域の実情把握、情報連携に努めた。

一体的保健事業と連携し、健康状態不明者をレセプト等から抽出し、実態把握訪問を
行った。

ゲートキーパー養成研修、こころの体温
計、自殺対策普及啓発活動、ストレスマ
ネジメント講座

女性相談の充実

障害者等の相談に応じ、情報の提供及び
助言等必要な支援を行う

母子相談の実施

（社協）自立相談支援センター、支援会
議における情報共有、生理用品配布

実態把握、見守り活動

高齢者及び家族介護者を対象とした相談
支援

業務内容

お届けセミナーの実施等学習機会の提供



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 3 市民相談センター

校区コミュニティにおける人権啓発セミナーを実施し、人権問題に関心を
持つきっかけとなった。

今後も地域における人権啓発活動を推進し、市民一人一人の偏見や差別の
解消につなげる。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

国・県が実施する研修会等へ参加

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向２

 潜在的なニーズに対応した、誰
もが安心して暮らすことができ
る生活基盤の充実を図る取組の
推進

施策52

 一人一人の人権が尊重される生
活環境の整備に向けた、市民一
人一人の男女共同参画意識の浸
透を図る啓発

6-2-52



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

市民相談事業 A 市民相談センター

業務内容

啓発、広報（条例・基本計画の周知）

相談従事者への啓発

評価の説明

三船校区コミュニティ協議会で人権啓発セミナーを実施した。内容は、男女共同参画
の啓発、外国人や障がいのある人などの多様な人々への偏見の解消につながるもの。
参加者アンケートにおいても好評だった。　実績：２月13日　1３名　講師：人権
擁護委員

男女共同参画意識の浸透を図る啓発として、国・県の研修参加後、資料の回覧等を行
い、相談従事者へ啓発を行った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

関係各課の事業への取組により、子育てや介護に携わる人の支援がなされ
ている。

子育てや介護に携わる人の個々が抱える問題を把握し、関係各課で情報共
有を図る。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

S

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向２

 潜在的なニーズに対応した、誰
もが安心して暮らすことができ
る生活基盤の充実を図る取組の
推進

施策53

 子育て・介護に係る困難を包括
的に支える基盤整備

6-2-53



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

子どものショートステイ事
業 S 子どもみらい課

生活困窮者自立支援事業
（自立相談支援）（子ども
の学習支援）

A 生活福祉課

相談支援事業 A 長寿・障害福祉課

家族介護支援事業 A 長寿・障害福祉課

認知症地域支援・ケア向上
事業 A 長寿・障害福祉課

評価の説明

保護者の疾病やレスパイトなどにより家庭での養育が困難になった児童を、児童養護
施設で一定期間養育・保護した。また、経済的な理由等で緊急的に避難が必要な母子
を母子生活支援施設へ一定期間保護した。

「マナビバ」は、利用希望者の全員が参加できている。自立相談支援センターにおい
て、生活に困窮している方への相談及び支援ができている。

松原校区コミュニティ、山田校区コミュニティと定期的な情報交換を継続的に行って
いる。あわせて、民生委員定例会への定期的な出席など日頃から連携を図っている。

「語らい処」看板設置事業所21か所設置と普及のための市報掲載、ＦＭへご家族と
ともに出演し、認知症のご家族からの発信を行った。

認知症カフェ4か所開催、9月のアルツハイマーデー、県民週間に合わせ、図書館、
新庁舎での認知症普及のパネル展示を開催し、認知症の方やご家族への配慮などに繋
げた。

（社協）マナビバ
（社協）自立相談支援センター

関係機関とのネットワークの構築

家族介護者の精神的負担の軽減を図る

認知症の人と家族介護者を対象とした支
援体制づくり

業務内容

保護者の疾病などにより家庭での養育が
困難になった場合、児童養護施設等で一
時的に養育・保護を行う



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

14 17 地域政策課

市社会福祉協議会及び庁内の関係各課の連携により、包括的な支援に取り
組んでいる。

今後も包括的な支援を継続するとともに、地域住民の主体的な支え合い活
動がなされるよう、地域団体の課題を把握し、支援を行う。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

企画提案型校区活性化事業補助金交付

今後の取組方針

成果

課題

重点目標６

 男女共同参画の視点に立った、
生活上の困難や課題を抱える
人々への支援と多様性を尊重し
た環境の整備

取組の方向２

 潜在的なニーズに対応した、誰
もが安心して暮らすことができ
る生活基盤の充実を図る取組の
推進

施策54

 地域の人々や様々な主体との連
携・協働による切れ目の無い支
援体制の整備

6-2-54



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性活躍推進事業 A 企画政策課

校区コミュニティ協議会支
援事業 A 地域政策課

生活困窮者自立支援事業（自立
相談支援）（就労準備支援）
（子どもの学習支援）（家計改
善支援）成年後見利用支援事業

A 生活福祉課

業務内容

つながりサポート事業における女性支援

校区コミュニティ協議会活動への支援

（社協）自立相談支援センター（社協）
「すたーと」（社協）マナビバ
（社協）家計管理セミナー
（社協）成年後見制度広報・報告

評価の説明

生活に不安や困難、孤独を感じる女性を支援するつながりサポート事業において、委
託先の市社会福祉協議会が市の女性相談を含む関係課との連携をとっている。

地域住民の連帯意識を高め地域課題の解決に向けた自主的な活動を促進し、市民・地
域・行政による共生・協働のまちづくりを進めるための運営及び経費の一部の交付を
行った。

自立相談支援センターにおいて、生活に困窮している方への相談及び支援を行ってい
る。「すたーと」「マナビバ」「家計管理セミナー」は、利用希望者の全員が参加で
きている。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 1 地域政策課

2 2 地域政策課

自治会長における女性の割合は増加傾向にあり、地域における女性の参画
拡大が進んでいる。

今後も地域コミュニティにおける講座等の実施により、男女共同参画の啓
発活動を進める。

校区コミュニティ協議会連絡会定例会の実施

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

行政事務説明の実施

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向１

 多様な人々による地域づくりへ
の参加を進める取組の推進

施策55

 自治会・校区コミュニティ協議
会における方針決定への女性の
参画拡大に向けた取組への支援

7-1-55



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

自治会等活動支援事業 A 地域政策課

校区コミュニティ協議会支
援事業 A 地域政策課

評価の説明

三船校区コミュニティ協議会で人権啓発セミナーを実施した際、固定的な性別役割分
担意識について言及し、男女共同参画の啓発も含むものとなった。
　実績：２月13日　1３名　講師：人権擁護委員

・『自治会長等便利帳』により、自治会活動における女性の参画の意義・位置付け、
重要性について周知を図った。
・自治会活動において、すべての地域住民が平等に活動へ参加できるよう『自治会長
等便利帳』により周知を図った。

・校区コミュニティ協議会連絡会定例会において、コミュニティ活動における女性の
参画について周知を図った。

「自治会活動の手引き」等を活用しての
周知・啓発

校区コミュニティ協議会連絡会等におけ
る周知・啓発

業務内容

お届けセミナーの実施等学習機会の提供



今後の方向性 Ⅱ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

現在の啓発活動は学校や地域団体等が中心になっており、専門的職業及び
職能団体、PTA、スポーツ団体、NPO等への啓発は実施できていない。

出前講座を市ホームページや広報紙により広報しているが、自発的な参加
申込がない状況である。

関係各課と連携し、個別の周知等を行う。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

B

項目

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向１

 多様な人々による地域づくりへ
の参加を進める取組の推進

施策56

 各種機関、団体、組織等におけ
る方針決定への女性の参画拡大
に向けた広報・啓発

7-1-56



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 B 企画政策課

業務内容

お届けセミナーの実施等学習機会の提供

評価の説明

専門的職業及び職能団体、業種団体、PTA、スポーツ団体、NPO等への啓発は実施
できていない状況。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 2 地域政策課

校区コミュニティでのセミナーの機会に男女共同参画の啓発ができた。

今後も地域コミュニティでの出前講座等の活動を通じ、地域の実情や課題
を把握し地域政策課と情報を共有する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

校区コミュニティ協議会連絡会定例会の実施

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向１

 多様な人々による地域づくりへ
の参加を進める取組の推進

施策57

 地域コミュニティで男女共同参
画を進めるための学習機会の提
供、相談支援

7-1-57



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

校区コミュニティ協議会支
援事業 A 地域政策課

評価の説明

三船校区コミュニティ協議会で人権啓発セミナーを実施した際、固定的な性別役割分
担意識について言及し、男女共同参画の啓発も含むものとなった。
　実績：２月13日　1３名　講師：人権擁護委員

・校区コミュニティ協議会の活動において、住民の一人ひとりの人権が尊重され、性
別により差別的な扱いがなされることがないよう共通理解を図った。
・各校区コミュニティ協議会が発信する情報について、自治会等を通じて周知を図る
とともに市のホームページにも掲載し周知を図った。

校区コミュニティ協議会連絡会等におけ
る研修会等の実施

業務内容

お届けセミナーの実施等学習機会の提供



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 2 地域政策課

22,135 25,000 社会教育課

関係各課が作成する計画等を通じ、地域活動における男女共同参画の視点
が示されている。

企画政策課は関係各課に多様な人のコミュニケーションの手法に関して情
報提供等を行う。

ＳＳＶＣ＋事業ボランティア延べ人数（年間）

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

校区コミュニティ協議会連絡会定例会の実施

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向１

 多様な人々による地域づくりへ
の参加を進める取組の推進

施策58

 地域コミュニティにおける協働
の手法を活用した地域づくり活
動への支援

7-1-58



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

校区コミュニティ協議会支
援事業 A 地域政策課

共生・協働推進事業 A 地域政策課

社会教育推進事業 A 社会教育課

評価の説明

校区振興計画(校区まちづくりプラン)の見直しは、校区住民の一人ひとりの人権が尊
重されるよう共通理解を図るとともに、性別により差別的な扱いがなされることがな
いよう周知を図った。

NPO法人ネットワーク会議については、各事業所において設立趣旨および事業分野
が多岐にわたっており、会議開催の趣旨に賛同を得られ難い面もあり、今後事業所同
士の意見交換の機会について検討を要する。また、県等からNPO法人に関する研修
や法改正等の情報提供があった場合は、随時メール等で情報提供を行っている。

各校区の地域学校協働活動では、学校が示す計画等に対応し、地域のボランティアが
充実していた。

NPO・諸団体等との連携

SSVC+事業、生涯学習講座

業務内容

校区振興計画（まちづくりプラン）の見
直し等の支援



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

1 4 企画政策課

1 1 地域政策課

38 40 長寿・障害福祉課

登録講師数（市内） 174 190 社会教育課

登録講師数（市外） 81 90 社会教育課

関係各課において地域活動に携わる人材育成のための取組が継続されてい
る。

各担当課において取組を継続するとともに、企画政策課においては国際交
流・多文化共生に関する事業を通じ、増加傾向にある外国人の地域活動へ
の参画を促す。

校区コミュニティ協議会研修会の実施

民生委員児童委員への研修会等の実施（各定例会36+全体研修1+
主任児童委員連絡会3）

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

国際交流・多文化共生推進のための講座等の実施回数

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向１

 多様な人々による地域づくりへ
の参加を進める取組の推進

施策59

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりを担う地
域生活に身近で実践的な人材の
育成

7-1-59



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

国際交流関連事業 A 企画政策課

校区コミュニティ協議会支
援事業 A 地域政策課

民生委員活動事業 A 長寿・障害福祉課

社会教育推進事業 A 社会教育課

業務内容

国際協力・国際理解への助言・普及啓発

校区コミュニティ協議会連絡会等におけ
る研修会等の実施

民生委員児童委員への研修会等の実施

生涯学習講座等に活用する人材リスト作
成

評価の説明

海外協力隊ＯＢによる市内小学校（１校）への出前講座を実施した。児童への国際協
力や国際理解に対する取組を行った。新型コロナウイルス感染症の影響下で中断した
国際交流・多文化共生関連イベントは再開できず。

校区コミュニティ協議会連絡会における研修会において各校区コミュニティ協議会の
活動の事例発表を行った。

・毎月の各地区定例会において高齢者、障がい者、児童などに関する研修・情報交換
を行った。（令和6年度全体研修（事例発表）は台風の影響により中止となった。
・主任児童委員連絡会（年3回）を行い、地域の実情把握、情報連携に努めた。

前年度登録講師数（市内147人、市外81人）を上回った。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 3 危機管理課

県の研修等を通じ、担当課において「男女共同参画の視点に立った防災」
の重要性の認識が高まっている。

市防災会議に積極的に女性を登用し、地域防災における政策・方針決定過
程への女性の参画拡大を図る。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

姶良市防災会議の外部委員への女性の登用

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向２

 地域防災分野における取組の推
進

施策60

 地域防災に関わる政策・方針決
定過程への女性の参画拡大

7-2-60



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

男女共同参画推進事業 A 企画政策課

避難所整備事業 A 危機管理課

業務内容

研修、広報の実施

姶良市防災会議への女性の参画拡大、避
難所運営組織への女性の参加による、多
様なニーズへの対応、避難所運営マニュ
アルの周知

評価の説明

令和６年８月号市報で広報において初めて「男女共同参画の視点に立った防災」に言
及し、女性特有のニーズに合った備えや、避難所生活における防犯と工夫について紹
介した。

女性の外部委員を登用し、多様なニーズの把握に努める。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 10 警防課

警防課により、女性消防団員への研修や関係課との連携等の取組が継続的
に行われている。

今後も取組を継続し、女性消防団員の主体的な防災活動を支援する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

男女共同参画課との連携を図り、女性消防団員へ、県・市・関係機関等が実施す
る男女共同参画・女性活躍に関する講座等への参加促進を図る働きかけを行う

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向２

 地域防災分野における取組の推
進

施策61

 消防団活動への女性の参画拡大
に向けた広報・啓発

7-2-61



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

非常備消防一般管理事業 A 警防課

業務内容

消防団活動への女性の参画拡大、女性消
防団活動支援

評価の説明

地域に根差した活動を通じて、DV・虐待等の早期発見が期待される女性消防団員
へ、担当課との連携を図り、協力要請、発見時の対応についての情報提供する環境づ
くりができている。また、鹿児島県女性消防団員研修に参加して、県内各地の女性団
員と交流を深め様々な情報交換を図り、今後の女性団員活動等の参考とした。



今後の方向性 Ⅰ
Ⅰ：現状のまま継続
Ⅱ：見直しが必要

【１】関連事業における数値目標（KPI）

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
R10年度
目標値

R10年度
達成度※

所管課

2 3 市民相談センター

地域防災計画等に基づき、避難所においては高齢者や障がいのある人に配
慮した対応を行っている。

被災時において、危機管理課と避難所が綿密に連携しきめこまやかに対応
する。

施策の達成状況
S：順調に推移した
A：概ね順調に推移した
B：進捗が遅れた

A

項目

国・県が実施する研修会等へ参加

今後の取組方針

成果

課題

重点目標７

 男女共同参画の視点に立った地
域コミュニティづくりの推進

取組の方向２

 地域防災分野における取組の推
進

施策62

 災害等により直面する複合的に
困難な状況における男女の多様
なニーズの違いへの対応

7-2-62



【２】関連事業の進捗状況

事業名 評価※ 所管課

女性相談支援事業 A 市民相談センター

避難所整備事業 A 危機管理課

防災訓練事業 A 危機管理課

評価の説明

国・県が実施する研修会等へ参加し相談対応等のスキルアップの向上や情報収集に努
めた。

避難所で特に配慮を要する高齢者や女性などに対応した物資を整備する。

姶良市地域防災計画に「避難所で特に高齢者や女性などに配慮した環境を整備するこ
とに努める」と明記。

女性、高齢者、障がい者、外国人等困難をかかえや
すい人々に配慮した情報提供や物資の提供（災害協
定の活用）の促進を図る。NPOやボランティア、保
健師等と連携し女性相談所の設置を検討。

姶良市地域防災計画策定への女性の参画
や、姶良市避難所運営マニュアル見直し
時の女性の参画を推進

業務内容

災害時、避難所等における女性相談の運
営や窓口の把握・周知


